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企 業 集 団 の 状 況

　当社の企業集団は、当社、子会社６社及び関連会社２社で構成され、小売事業としてスーパーマーケッ

ト事業、書籍等の販売事業、ホームセンター事業をチェーン展開しており、その他の事業としてビデオ・

ＣＤ・ＤＶＤレンタル事業、外食事業等を展開しております。

　当社グループの事業に係わる位置付けは次のとおりであります。

 （ 小 売 事 業 ）

　当社（株）オークワ及び持分法適用関連会社（株）勝浦オークワは、スーパーマーケットをチェーン展開し

ております。

　連結子会社（株）オー・エンターテイメントは、書籍等の販売事業「WAY」をチェーン展開しております。

　持分法適用関連会社（株）オージョイフルは、ホームセンター「オージョイフル」及びドラッグストア

「オージョイフルドラッグ」等をチェーン展開しております。

 （ そ の 他 の 事 業 ）

　（株）オー・エンターテイメントは、「ＷＡＹ事業部」において、書籍等を販売するとともにビデオ・Ｃ

Ｄ・ＤＶＤレンタル事業をチェーン展開しております。また、「ジスト事業部」において、スポーツクラブ、

映画館、ボウリング場及びアミューズメント施設を当社ショッピングセンター内に事業展開しております。

　連結子会社（株）オークフーズは、ファミリーレストラン「オーク」、かに料理店「甲羅本店」等の外食店

をチェーン展開しており、当社ショッピングセンター内にもフードコート部門として出店しております。

　持分法適用非連結子会社（株）黒潮は、回転寿司の「黒潮寿司」、とんかつの「かつ浜」等の外食店を

チェーン展開しており、当社ショッピングセンター敷地内にも出店しております。

　持分法適用非連結子会社（有）マミーは、クリーニング事業をチェーン展開し、当社店舗内にも出店して

おります。

　（株）オークフーズ及び（株）勝浦オークワは、ホテル事業も営んでおります。

　持分法適用非連結子会社（株）チェーンストアオークワ友の会は、前払式特定商品販売業である消費者友

の会を営んでおりましたが、現在は会員積立を停止しております。

　持分法適用非連結子会社（株）サンライズは、当社及び（株）オークフーズ等へ青果物を供給しております。

　当社が共同出資する関連当事者日本流通産業（株）は、当社に開発商品、輸入商品を供給しております。
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　当社グループの状況を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

一 　 　 　 　 　 　 般 　 　 　 　 　 　 顧 　 　 　 　 　 　 客  

外食事業・ホテル事業 

（株）オークフーズ 

外食事業 

（株）黒潮 
スーパーマーケット 

（株）勝浦オークワ 

ホームセンター 

ドラッグストア 

 

（株）オージョイフル 

クリーニング事業 

（有）マミー 

消費者友の会 

（株）チェーンストア 
オークワ友の会 

ビデオ・ＣＤ・DVDレンタル 
スポーツクラブ 
シネマ・ボウリング 

書籍等の販売 

卸売事業 

（株）サンライズ 

スーパーマーケット 

（株）オークワ 

 

（株）オー・エンターテイメント 

卸売事業 

日本流通産業（株） 

商品の流れ 

不動産の賃貸 

サービスの流れ 

テナント取引 

提出会社 

連結子会社 

持分法適用非連結子会社 

持分法適用関連会社 

その他の関連当事者 

その他の事業 小売事業 



経 営 方 針

１．会社の経営の基本方針
　

　当社グループは、スーパーマーケットを中心とする小売事業、ビデオ・ＣＤ・DVDレンタル事業及

び外食事業などで構成されております。当社グループは、「わが社の成長発展こそがお客様の生活文

化の向上を促し、社会への大きな貢献となることを念願し、チェーンストア業界の名門としての地位

を永遠に確立する。」の経営理念のもと、お客様のニーズに合った商品の提供を通じて、お客様の豊か

なライフスタイルの実現に貢献することを目指しております。

２．会社の利益配分に関する基本方針
　

　当社の利益配分につきましては収益力の向上に努め、その成果及び今後の経営環境や業績動向等を

総合的に勘案して、安定した配当を継続することを基本方針としております。

　また、内部留保につきましては、長期的な観点に立った店舗展開、消費者ニーズに合った商品提供

のための設備投資、及び合理化のためのＩＴ投資等に有効に活用してまいります。

　なお、平成１４年５月１７日から第３４期（平成１５年５月１５日開催）定時株主総会終結までの期間を対象

に、機動的な資本政策を遂行することが可能となることを目的に、自己株式を取得（普通株式１００万株、

取得価額総額２０億円をそれぞれ上限）することを取締役会で決議し、第３３期株主総会で承認を得まし

た。その結果、平成１５年３月３１日現在で１６０千株（取得価額２００百万円）の取得をしております。

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針
　

　当社は当社株式の流動性の向上及び株主数増加を資本政策上の重要課題と認識しております。

　投資単位引下げにかかる施策につきましては、業績、市況等を勘案し、その費用ならびに効果等を

慎重に検討したうえで、株主利益の最大化を基本に決定してまいりたいと考えておりますが、現段階

におきましては、具体的な時期につきましては未定であります。

４．目標とする経営指標
　

　当社グループは近畿で最も競争力の強いスーパーリージョナルチェーンとなることを中期目標とし、

独自性のある差別化されたチェーン展開により、小売業界の勝ち組企業となるため、有利子負債を圧

縮し、営業収益比で１０％を切ることを目指すとともに、収益面においては営業収益経常利益率４％、

ROE（株主資本当期純利益率）１０％をそれぞれ中期目標として掲げ、努力を重ねてまいります。

－ ４ －
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５．中長期的な会社の経営戦略および会社の対処すべき課題
　

　当社は、「５カ年中期経営計画」を策定し、「近畿のスーパー業界で最も競争力の強いスーパーリー

ジョナルチエーンを目指す。」を中期スローガンに掲げ、５項目の基本政策を定めております。

（１） 出店戦略

　　�　１府３県、南近畿エリアへの集中出店

　　　　　ドミナントエリアの構築

　　�　食品スーパーへの特化

　　　　　大型スーパーマーケット（SSM業態）中心の展開

　　�　M&Aへの積極的な行動

　　　　　出店コスト削減と地域の雇用や活性化に貢献

（２） 商品開発

　　�　豊富な品揃え

　　�　品質・鮮度を重視

　　�　低価格商品の提供

（３） 顧客サービス・顧客管理

　　　　�　ポイントカードのデータを分析した固定客化推進プログラム（FSP）の取組み

　　　　�　ポイントカードにクレジット・キャッシング機能を付加した新カード「オーカードプラス」

の発行

　　　　�　２４時間営業店舗の拡大

（４） ローコストオペレーション

　　　　商談・発注・販売・効果検証までを円滑に行えるトータルマネージメントシステムの構築を目指

し、GOT（グラフィック・オーダー・ターミナル）システムの導入展開を推進する。

（５） 人事政策

　　成果主義・透明主義・能力選択主義を柱に改革を実施

６．会社の経営管理組織の整備等に関する施策
　

　当社では、平成１５年２月より倫理委員会を新設し、「オークワ倫理ホットライン（内部告発制度）」

を実施いたしております。これは、全従業員が業務を適正かつ適法に遂行できる企業環境の整備、違法・

不正行為の早期発見、未然防止、発生の抑制、内部告発者保護制度の確立、コンプライアンス情報の

一元管理を目的といたしております。
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�　経営成績

１．当期の概況
　

　当期のわが国経済は、日経平均株価がバブル後最安値を更新し、完全失業率が５％を超える厳しい

雇用環境が続いており、所得の減少傾向や社会保障制度に対する将来への不安等から、個人消費の回

復への道のりは依然として厳しい状況のまま推移いたしました。

　流通業界におきましては、デフレによる客単価下落に歯止めがかからず売上高減少を招き、店舗間

競争の激化とあわせて厳しい経営環境が続きました。

　このような状況の中で、スーパーマーケット事業を展開する株式会社オークワは「お客様の視点で、

商品力・販売力の再構築とスピーディーなローコストオペレーション改革により、経営効率を一気に

改善しよう。」をスローガンに掲げ、商品開発・改廃のスピードアップ、店舗・売場活性化推進による

販売力の強化、販売費及び一般管理費削減等の収益向上施策の実施、不振部門・事業部の抜本的改善、

FSP（フリークエント・ショッパーズ・プログラム）の本格的深耕、ローコストオペレーションのた

めの情報電子化システム推進、人事教育の抜本的改革、積極的出店によるドミナントエリア構築など

に努めてまいりました。

　また、当期中には和歌山県下にスーパースーパーマーケット（SSM）の高野口店、大浦街道店、箕

島店、大阪府下にSSMの貝塚店、泉大津店、スーパーマーケット（SM）の高石羽衣店、奈良県下に

SMの奈良古市店の７店を新設いたしました。

　また、既存店については、松阪サンタン店は閉鎖し松阪長月店として改築、経営の効率化を図るた

め、楠見店、桜井西店、加太店の３店を閉鎖したほか、旧高野口店は新設店と至近距離になるため閉

鎖いたしました。

　さらに、日置店を改築増床したほか、神前店を増床、ペアシティ新宮店、スカイシティ泉南店ほか

６店の改装を実施いたしました。

　一方、連結子会社２社については、次のとおりであります。

　書籍等の販売事業、ビデオ・CD・DVDレンタル事業、スポーツクラブ事業、映画興行などを展開

する株式会社オー・エンターテイメントは、前期に会社分割により「WAY」事業部を吸収しているた

め増収となりました。また、経費の削減、販売力の強化に努めましたが、下期に入り個人消費の一層

の冷え込みなどにより営業収益が落ち込み、通期では減益となりました。

　外食事業を中心に事業展開する株式会社オークフーズは、経費の削減、不振店舗の閉鎖などを実施

いたしましたが、外食不況、デフレなどの外的要因が大きく影響し、残念ながら減収及び経常赤字と

なりました。

　なお、連結子会社であった株式会社オーマートは、平成１４年８月２１日をもって株式会社ジョイフル

朝日と合併し、新会社　株式会社オージョイフルとなりました。これにより、株式会社オージョイフ

ルは持分法適用関連会社となっております。

　これらの結果、当期の当社グループの営業収益（売上高及び営業収入）は２，３１４億２４百万円（前期比

１．０％減）、経常利益は６１億７百万円（前期比１６．２％増）、当期純利益は３０億４７百万円となりました。

経営成績及び財政状態
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２．次期の見通し
　

　今後のわが国の経済情勢は、個人消費の回復は期待できず、大手外資の日本市場への本格参入もあ

り、業界を取り巻く環境は依然厳しい状況が続くものと思われます。

　こうした状況の中で、当社グループは「お客様が感動される価値ある商品開発と新しい顧客サービ

スの提供により、競合店と格差をつけよう。」をスローガンに掲げ、価値ある商品の開発、商品仕入れ

コストの徹底的削減、従来のオーカードを高機能化した「オーカードプラス」の拡大、在庫型センター

稼動によるローコスト運営の実施、新準社員制度導入による人材活性化とレベルアップ、GOT（グラ

フィック・オーダー・ターミナル）導入による発注システム改革と作業効率改善、２４時間営業店舗の

拡大などに努め、業務・構造改革推進による効率経営の実現に邁進いたす所存でございます。

　次期の当社グループの営業収益（売上高及び営業収入）は２，３００億円（前期比０．６％減）、経常利益は

６８億円（前期比１１．３％増）、当期純利益は３７億円（前期比２１．４％増）を見込んでおります。

　なお、減収が見込まれるのは、連結子会社であった株式会社オーマートが連結対象から外れたこと

によるものであり、実質上は増収を見込んでおります。

�　財政状態

連結キャッシュ・フローの状況
　

　当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、連結除外に伴う現金及び現金同等物

の減少額が４億８９百万円あったこと等により、９億４２百万円減少し、６９億２２百万円（前期比１２．０％減）

となりました。

　当期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は９５億１１百万円（前期比１５．１％減）となりました。これは主として税

金等調整前当期純利益５５億４４百万円、非資金損益項目の減価償却費５５億７百万円の資金増加要因が

あった一方、法人税等の支払額が２４億１５百万円あったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は８２億４０百万円（前期比６０．８％増）となりました。これは主として新

規出店及び店舗改装等に伴う固定資産の取得による支出が４８億９百万円、敷金・保証金の差入による

支出が４８億６百万円あった一方、敷金・保証金の返還による収入が１１億１百万円あったことによるも

のであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した資金は１７億２３百万円（前期比７４．１％減）となりました。これは主として長

期借入れによる収入が６０億４８百万円であった一方、短期借入金の純減少額及び長期借入金の返済によ

る支出がそれぞれ１７億４０百万円、４７億９７百万円、配当金の支払額が８億８４百万円あったことによるも

のであります。
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連 結 貸 借 対 照 表
　

増減金額
前連結会計年度

（平成１４年２月２０日現在）
当連結会計年度

（平成１５年２月２０日現在）
期　別　

　科　目 構成比金 額構成比金 額

　

△　 ９４２

　　   ５

△　 １５２

△ １，２６２

△　 １２２

　　  ６４

△　   ０

　

１７．７

６１．０

３．５

１７．８

８２．３

１００．０

　

８，６３３

３３４

３０２

１０，５１１

８４８

１，２２４

△　　 １

　

１５．８

５９．１

３．３

２１．８

８４．２

１００．０

　

７，６９１

３４０

１４９

９，２４９

７２６

１，２８８

△　　 ２

（資　産　の　部）

�　流　動　資　産

 １． 現 金 及 び 預 金

 ２． 受 取 手 形 及 び 売 掛 金

 ３． 有 価 証 券

 ４． た な 卸 資 産

 ５． 繰 延 税 金 資 産

 ６． そ の 他

 　　 貸 倒 引 当 金

   流 動 資 産 合 計

�　固　定　資　産

　（１）　 有 形 固 定 資 産

 １． 建 物 及 び 構 築 物

 ２． 機 械 装 置 及 び 運 搬 具

 ３． 器 具 及 び 備 品

 ４． 土 地

 ５． 建 設 仮 勘 定

  有形固定資産合計

　（２）　 無 形 固 定 資 産

　（３）　 投 資 そ の 他 の 資 産

 １． 投 資 有 価 証 券

 ２． 長 期 貸 付 金

 ３． 差 入 保 証 金

 ４． 繰 延 税 金 資 産

 ５． そ の 他

 　　 貸 倒 引 当 金

  投資その他の資産合計

  固 定 資 産 合 計

 資 産 合 計

△ ２，４１０

△ ３，０７０

△　  ９６

△　  ９４

７０９

△　  ７１

２１，８５３

４６，４５２

６９１

１，７２９

２４，８３７

１，４９９

１９，４４３

４３，３８１

５９５

１，６３５

２５，５４６

１，４２７

△ ２，６２４

△　 ２８２

　 ２，１６５

６

　 ３，１５５

１６３

△ 　４０４

△ 　１２７

７５，２１０

４，２９５

１，７５４

－

１６，７４４

６２７

２，７６７

△　　 ６

７２，５８５

４，０１３

３，９２０

６

１９，９００

７９１

２，３６２

△　 １３４

　 ４，９５８２１，８８７２６，８４６

　 ２，０５２１０１，３９３１０３，４４５

△   ３５８１２３，２４７１２２，８８９

　 ％ 　 ％ 　

（単位　百万円）



－ ９ －

増減金額
前連結会計年度

（平成１４年２月２０日現在）
当連結会計年度

（平成１５年２月２０日現在）
期　別　

　科　目 構成比金 額構成比金 額

　

△ 　３３２

△ ３，０４０

△ 　６３２

１４８

△ 　３１９

９７

　

３８．３

１５．５

５３．８

１１．５

１１．４

２４．３

△０．０

４７．２

△１．０

４６．２

１００．０

　

１０，２２９

２０，２１０

４，８９７

１，３８６

７８４

９，６８２

　

３５．１

１７．２

５２．３

１１．５

11．４

２６．１

０．０

４９．０

△１．３

４７．７

１００．０

　

９，８９６

１７，１７０

４，２６４

１，５３５

４６４

９，７８０

（負　債　の　部）

�　流　動　負　債

 １． 支 払 手 形 及 び 買 掛 金

 ２． 短 期 借 入 金

 ３． １年以内返済予定長期借入金

 ４． 未 払 法 人 税 等

 ５． 未 払 消 費 税 等

 ６． そ の 他

   流 動 負 債 合 計

�　固　定　負　債

 １． 長 期 借 入 金

 ２． 繰 延 税 金 負 債

 ３． 退 職 給 付 引 当 金

 ４． 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

 ５． 預 り 保 証 金

  固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（資　本　の　部）

�　資　　本　　金

�　資 本 剰 余 金

�　利 益 剰 余 金

�　その他有価証券評価差額金

�　自　己　株　式

資 本 合 計

 負 債 及 び 資 本 合 計

△ ４，０７７

１，３０３

△ 　　０

２６１

△ 　 １２

４３４

４７，１８９

８，６９０

１

３，３８３

２８３

６，７８７

４３，１１１

９，９９３

０

３，６４５

２７０

７，２２２

　 １，９８５１９，１４６２１，１３２

△ ２，０９１６６，３３６６４，２４４

－

－

２，０６７

　　　１５

１４，１１７

１４，０２７

２９，９５８

△　　１０

１４，１１７

１４，０２７

３２，０２６

４

２，０８３５８，０９２６０，１７５

△ 　３４９△ １，１８１△ １，５３０

　 １，７３３５６，９１１５８，６４４

△ 　３５８１２３，２４７１２２，８８９

　 ％ 　 ％ 　

（単位　百万円）



－ １０ －

連 結 損 益 計 算 書
　

前 期
対 比

増減金額
前連結会計年度
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１４年２月２０日

当連結会計年度
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１５年２月２０日

期　別　

　科　目 百分比金 額百分比金 額

９９．０ 

９８．９
９８．６
９９．６

１０２．５

１００．０

９９．０
１１０．７

６３．４

５６．１

１１６．２

２８１．９

１７．５

６６５．５

１１５．９
－
－
－

△ ２，２９９ 

△ ２，５００
△ ２，２６８

　
１００．０
７２．９
２７．１

３．５

３０．６

２８．１
２．５

０．４

０．６

２．３

０．０

１．９

０．４

１．０
△０．７
０．０
０．１

〔２３３，７２３〕

２２５，６３６
１６４，５９３

　
１００．０
７２．７
２７．３

３．７

３１．０

２８．２
２．８

０．２

０．３

２．７

０．１

０．３

２．５

１．１
△０．０
－
１．４

〔２３１，４２４〕

２２３，１３５
１６２，３２４

  〔営　 業　 収 　益〕

�  売 上 高
�  売 上 原 価
  売 上 総 利 益

�  営 業 収 入
  不 動 産 賃 貸 収 入
  その他の営業収入
  営 業 総 利 益

�  販売費及び一般管理費
  営 業 利 益

�  営 業 外 収 益
  受 取 利 息
  持分法による投資利益
  そ の 他
�  営 業 外 費 用
  支 払 利 息
  持分法による投資損失
  そ の 他
  経 常 利 益

�  特 別 利 益
  貸倒引当金戻入額
  固 定 資 産 売 却 益
  賃 貸 契 約 解 約 金
  規定変更に伴う役員退職慰労引当金取崩額
�  特 別 損 失
  固 定 資 産 売 却 損
  固 定 資 産 除 却 損
  投資有価証券評価損
  退職給付会計基準変更時差異
  賞与支給対象期間の変更に伴う過年度負担額
  そ の 他
  税金等調整前当期純利益

  法人税、住民税及び事業税
  法 人 税 等 調 整 額
  少 数 株 主 損 失
  当 期 純 利 益

△   ２３２

２０１
２２５

△ 　 ２４

６１，０４３

８，０８７
１，６８４
６，４０２

６０，８１０

８，２８８
１，９１０
６，３７７

△　　３１

△   ６３８
６９，１３０

６３，４５５
６９，０９９

６２，８１７
６０７

△ 　３０４
３
２２

△ 　３２９
△ 　５４８
△ 　 ９８
△ 　２５６
△ 　１９３

５，６７４

８３２
２０
－
８１２

１，２５１
５９９
２５６
３９５

６，２８１

５２８
２３
２２
４８２
７０２
５００
－
２０１

８５１

１４４
△　　 ２

１０８
８
３０

△ ３，７１５
２５
４６

△ 　５７９
△ ２，８７８
△ 　３８５

５６

５，２５６

７９
２
４２
３４
－

４，５０２
８

４７８
５９７

２，８７８
３８５
１５３

６，１０７

２２４
－
１５１
４３
３０
７８７
３３
５２５
１８
－
－
２１０

４，７１１

３５１
　 １，４７０
△ 　　０

８３３

２，２１６
△ １，５４２

０

５，５４４

２，５６８
△　  ７１

－
２，８８８１５８３，０４７

　 ％ 　 ％ 　 ％

（単位　百万円）



－ １１ －

増　減　金　額
前連結会計年度
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１４年２月２０日

当連結会計年度
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１５年２月２０日期　別　

　科　目
金　　　 額金　　　 額

－

－

△　 ７４３

３，４５０

２，８８８

６２４

△　　６２

６３９

△　　１２

△　　 ４

△　　６２

７１８

２，０６７

１４，０２７

１４，０２７

３０，７０２

２２１

１５８

－

６２

９６５

８９７

５

６２

－

２９，９５８

１４，０２７

１４，０２７

２９，９５８

３，６７１

３，０４７

６２４

－

１，６０４

８８４

１

－

７１８

３２，０２６

（資本剰余金の部）

�  資 本 剰 余 金 期 首 残 高

　

�  資 本 剰 余 金 期 末 残 高

　

（利益剰余金の部）

�  利 益 剰 余 金 期 首 残 高

　

�  利 益 剰 余 金 増 加 高

  当 期 純 利 益

  持分法適用会社の増加に伴う増加

  連結子会社の増加に伴う増加高

�  利 益 剰 余 金 減 少 高

  配 当 金

  取 締 役 賞 与 金

  持分法適用会社の減少に伴う減少高

  連結子会社の減少に伴う減少高

�  利 益 剰 余 金 期 末 残 高

連 結剰余金計算書

　　　

（単位　百万円）



－ １２ －

連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度
自　平成１３年２月２１日（　　　　　　　　　　）至　平成１４年２月２０日

当連結会計年度
自　平成１４年２月２１日（　　　　　　　　　　）至　平成１５年２月２０日

期　別　
　科　目

金　　　 額金　　　 額
　
８３３

５，９１６
１

２５６
－

△　　２３６
３，３８３
１１

△　　 ３７
５９９
５９７

△　　  ３
２

△　　 ４２
８

４７８
３８５
３９４
５３２
１４
２７９

△　　  ５
１４１

　
５，５４４
５，５０７
－

△　　 ２２
１２８
－
２８２

△　　 １２
△　　 ３９

５００
１８
－
－

△　　１５１
３３
５２５
－

△　　 ２８
△　　 ３０

１６７
△　　２９６
△　　  １

２４４

�　営業活動によるキャッシュ・フロー
 １． 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
 ２． 減 価 償 却 費
 ３． 連 結 調 整 勘 定 償 却 額
 ４． 持 分 法 に よ る 投 資 損 益
 ５． 貸 倒 引 当 金 の 増 加 額
 ６． 退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額
 ７． 退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額
 ８． 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 額
 ９． 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金
 １０．  支 払 利 息
 １１．  投 資 有 価 証 券 評 価 損
 １２．  有 価 証 券 売 却 益
 １３．  有 価 証 券 売 却 損
 １４．  固 定 資 産 売 却 益
 １５．  固 定 資 産 売 却 損
 １６．  固 定 資 産 除 却 損
 １７．  賞与支給対象期間の変更に伴う過年度負担額
 １８．  売 上 債 権 の 増 減 額
 １９．  た な 卸 資 産 の 増 減 額
 ２０．  仕 入 債 務 の 増 加 額
 ２１．  未 払 消 費 税 等 の 増 減 額
 ２２．  役 員 賞 与 の 支 払 額
 ２３．  そ の 他

　　小　　　　　計
 ２４．  利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
 ２５．  利 息 の 支 払 額
 ２６．  法 人 税 等 の 支 払 額
   営業活動によるキャッシュ・フロー
�　投資活動によるキャッシュ・フロー
 １． 定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出
 ２． 定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入
 ３． 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出
 ４． 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入
 ５． 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出
 ６． 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入
 ７． 投 資有価証券の取得による支出
 ８． 投 資有価証券の売却による収入
 ９． 短 期 貸 付 金 の 純 増 減 額
 １０．  長 期 貸 付 に よ る 支 出
 １１．  敷 金・保証金の差入による支出
 １２．  敷 金・保証金の返還による収入
 １３．  そ の 他
   投資活動によるキャッシュ・フロー
�　財務活動によるキャッシュ・フロー
 １． 短 期 借 入 金 の 純 減 少 額
 ２． 長 期 借 入 れ に よ る 収 入
 ３． 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出
 ４． 配 当 金 の 支 払 額
 ５． 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出
 ６． 自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入
   財務活動によるキャッシュ・フロー
�　現金及び現金同等物に係る換算差額
�　現金及び現金同等物の減少額
�　現金及び現金同等物の期首残高
�　新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額
�　連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額
�　現金及び現金同等物の期末残高

１３，５１０
３８

△　　５７４
△　１，７７３

１２，３７１
３９

△　　４８３
△　２，４１５

１１，２００
　

△　　　０
１７０

△　　１４９
１５４

△　５，００２
１１４

△　　 ６６
０
０
－

△　　１８４
６４８

△　　８０８

　９，５１１
　
０
－

△　　１４９
３０２

△　４，８０９
３１０

△　　２４０
－

△　　 ３８
△　　  ６
△　４，８０６
１，１０１
９６

△　５，１２５
　

△　１，２６０
１，５５０

△　４，８６８
△　　８９７
△　１，２４４

６４

　△　８，２４０

△　１，７４０
６，０４８

△　４，７９７
△　　８８４
△　　３４９

－
△　６，６５６

－
△　１，７２３

－
△　　５８０
８，２４１
２０３
－

　△　　４５２
７，８６４
－

　△　　４８９
７，８６４６，９２２

（単位　百万円）



－ １３ －

連結財務諸表作成のための基本となる事項

１．連結の範囲に関する事項
（１）　連結子会社は、（株）オー・エンターテイメント、（株）オークフーズの２社であります。
（２）　非連結子会社は、（株）黒潮外３社であります。
　非連結子会社４社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）及び剰余金（持分に見合う額）はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてはおりませ
ん。

２．持分法の適用に関する事項
　非連結子会社及び関連会社の全てに対して持分法を適用しております。非連結子会社は（株）黒潮外３
社、関連会社は（株）オージョイフル外１社であります。
　なお、（株）オージョイフルは前連結会計年度末において連結子会社であった（株）オーマートが平成１４
年８月２１日付をもって（株）ジョイフル朝日と合併したものであります。
　また、ジャスコ・オークワ（株）は清算結了に伴い、当連結会計年度より持分法適用の範囲から除外い
たしました。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は連結決算日と同一であります。

４．会計処理基準に関する事項
（１）　重要な資産の評価基準及び評価方法
　○１ 　有価証券
（イ）満期保有目的の債券
　　償却原価法
（ロ）その他有価証券
　　時価のあるもの　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　時価のないもの　　移動平均法による原価法

　○２ 　たな卸資産
　売価還元法に基づく原価法によっております。但し、物流センター在庫等は最終仕入原価法に
基づく原価法によっております。

（２）　重要な減価償却資産の減価償却の方法
　○１ 　有形固定資産

　定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法
と同一の基準によっております。但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）については、定額法によっております。

○２ 　無形固定資産及び長期前払費用
　定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準
によっております。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

（３）　重要な引当金の計上基準
　○１ 　貸倒引当金

　売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

○２ 　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

○３ 　役員退職慰労引当金
　連結財務諸表提出会社では、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。
　また、当連結会計年度において役員退職慰労金規定が改定され、計算方法の変更に伴い、新規
定に基づく前期末要支給額と旧規定に基づく前期末要支給額の差額３０百万円を特別利益に計上し
ております。
　なお、連結子会社は、役員退職慰労引当金を計上しておりません。



－ １４ －

（４）　重要なリース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）　消費税等の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項
　発生日以後５年間で均等償却することを原則としておりますが、金額に重要性がない場合は発生年度
に全額償却することとしております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項
　連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分により作成し
ております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可
能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から
３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（追加情報）
　
１．自己株式及び法定準備金取崩等会計
　当連結会計年度より、「企業会計基準第１号　自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（平
成１４年２月２１日　企業会計基準委員会）を適用しております。この変更に伴う損益に与える影響は、軽
微であります。

２．連結貸借対照表
　当連結会計年度より、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府
令」（平成１４年３月２６日内閣府令第１１号）附則第２項ただし書きに基づき、資本の部は、資本金、資本剰
余金、利益剰余金及びその他の科目をもって掲記しております。なお、資本準備金は資本剰余金に含め
て表示しております。また、前連結会計年度についても改正後の表示区分に組替えております。

３．連結剰余金計算書
　当連結会計年度より、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府
令」（平成１４年３月２６日内閣府令第１１号）附則第２項ただし書きに基づき、資本剰余金の部及び利益剰余
金の部に区分して掲記しております。なお、前連結会計年度についても改正後の表示区分に組替えてお
ります。

４．仕入割戻の計上
　従来、衣料品等の仕入先から仕入代金の決済方法の変更に伴って受ける仕入代金の割引については、
営業外収益のその他（仕入割引）に計上しておりましたが、当連結会計年度から仕入割戻に含め、仕入
控除項目として売上原価に計上しております。
　これにより、売上原価及び営業外収益はそれぞれ１８３百万円、２１３百万円少なく計上され、この結果、従
来の方法によった場合と比較して、売上総利益及び営業利益は１８３百万円増加し、経常利益及び税金等調
整前当期純利益は２９百万円少なく計上されております。



－ １５ －

注　記　事　項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度当連結会計年度項　　　　　　　　　　　目

５３，５５２５５，８１０１． 有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額

１１
２，７５３
３，２１２

２８
４２

１，２１４

１１
２，５６６
３，１７５

１７
３１

１，１８３

２． 担 保 資 産 及 び 担 保 さ れ て い る 債 務
 （担保資産）
  現 金 及 び 預 金 （ 定 期 預 金 ）
  建 物 及 び 構 築 物
  土 地
 （債　　務）
  支 払 手 形 及 び 買 掛 金
  １年以内返済予定長期借入金
  長 期 借 入 金

３３６
４

２，２５７
－

３． 非連結子会社及び関連会社の株式、出資金
  投 資 有 価 証 券 （ 株 式 ）
  投資その他の資産その他（出資金）

１，０２０
８

４，７６８

９４０
６２
－

４． 偶 発 債 務
  銀 行 債 務 に 対 す る 保 証
  買 掛 金 に 対 す る 保 証
  預り保証金返還債務に対する保証

（単位　百万円）

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 前 連 結 会 計 年 度当　連　結　会　計　年　度

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係
　　

現金及び預金勘定 　８，６３３百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 　△７６８百万円

現金及び現金同等物 ７，８６４百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係
　　

現金及び預金勘定 　７，６９１百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 　△７６８百万円

現金及び現金同等物 ６，９２２百万円



－ １６ －

（リース取引関係）

 前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

  取得価額相当額
  減価償却累計額相当額
  期末残高相当額
２．未経過リース料期末残高相当額
  １ 年 内 ２，３１７百万円
  １ 年 超 ４，４２１百万円
  　 合 計　  ６，７３８百万円
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額
  支 払 リ ー ス 料 ２，７２５百万円
 減価償却費相当額  ２，５２３百万円
  支払利息相当額 １８８百万円
４．減価償却費相当額の算定方法

左に同じであります。

５．利息相当額の算定方法
左に同じであります。

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び期末残高相当額

  取得価額相当額
  減価償却累計額相当額
  期末残高相当額
２．未経過リース料期末残高相当額
  １ 年 内 １，８８８百万円
  １ 年 超 ３，８５９百万円
  　 合 計　  ５，７４７百万円
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額
  支 払 リ ー ス 料 ２，５９０百万円
 減価償却費相当額  ２，３８３百万円
  支払利息相当額 １４５百万円
４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を
零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額
相当額との差額を利息相当額とし、各期
への配分方法については、利息法によっ
ております。

合 計器具及び備品機械装置及び運搬具
１３，１６１百万円
 ７，４７８　　　

１０，９７５百万円
 ５，８１６　　　

２，１８５百万円
１，６６１　　　

 ５，６８２　　　 ５，１５８　　　　５２３　　　

合 計器具及び備品機械装置及び運搬具
１３，７４３百万円
 ７，１４１　　　

１１，００９百万円
 ５，２８１　　　

２，７３４百万円
１，８５９　　　

 ６，６０２　　　 ５，７２８　　　　８７４　　　



－ １７ －

　当連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの

２．時価評価されていない有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く）

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１５年２月２０

日現在）

（単位　百万円）

当連結会計年度（平成１５年２月２０日現在）
区　　　　　　　　　　 分

 差 額連結貸借対照表計上額 取 得 原 価

１８０４９８３１７

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

　　○１ 　株　式

１８０４９８３１７小　　　　計

△　１８９８０１９９０

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

　　○１ 　株　式

△　１８９８０１９９０小　　　　計

△　  ８１，２９９１，３０８合　　　　計

当連結会計年度（平成１５年２月２０日現在）区　　　　　　　　　　 分

連結貸借対照表計上額（１）満期保有目的の債券

  １４９　　　　割引金融債

  １４９計

連結貸借対照表計上額（２）その他有価証券

２，６２１　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）

２，６２１計

（単位　百万円）

１年以内　

１５０

　　○１ 　債　券

　　　　その他

１５０合　　　　計

（単位　百万円）

（有価証券関係）



－ １８ －

　前連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの

２．時価評価されていない有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く）

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１４年２月２０

日現在）

（単位　百万円）

前連結会計年度（平成１４年２月２０日現在）
区　　　　　　　　　　 分

 差 額連結貸借対照表計上額 取 得 原 価

１４８４３５２８７

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

　　○１ 　株　式

１４８４３５２８７小　　　　計

△　２８１

△　 ４６

６１８

１５３

８９９

１９９

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

　　○１ 　株　式

　　○２ 　その他

△　３２７７７１１，０９９小　　　　計

△　１７９１，２０７１，３８６合　　　　計

前連結会計年度（平成１４年２月２０日現在）区　　　　　　　　　　 分

連結貸借対照表計上額（１）満期保有目的の債券

　１４９　　　　割引金融債

　１４９計

連結貸借対照表計上額（２）その他有価証券

　７００　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）

　７００計

（単位　百万円）

１年以内　

１５０

１５３

　　○１ 　債　券

　　　　その他

　　○２ 　その他

３０３合　　　　計

（単位　百万円）

　



（デリバティブ取引関係）

　当連結会計年度（自平成１４年２月２１日　至平成１５年２月２０日）及び前連結会計年度（自平成１３年２月２１

日　至平成１４年２月２０日）

　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

－ １９ －

（税効果会計関係）

当連結会計年度　　（平成１５年２月２０日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別の内訳　　　　　　　　（単位　百万円）

　　繰延税金資産

　　　未払事業税

　　　賞与引当金

　　　商品券

　　　未払事業所税

　　　退職給付引当金

　　　役員退職慰労引当金

　　　その他

　　　　繰延税金資産合計

　　繰延税金負債

　　　固定資産圧縮積立金

　　　特別償却準備金

　　　その他

　　　　繰延税金負債合計

　　繰延税金資産の純額

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率の差異の原因となった主要な項目別の

内訳　　　　　　　　　　　　　　（単位　％）

　　法定実効税率

　　（調　整）

　　　持分法による投資利益

　　　交際費等永久に損金に算入されない項目

　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目

　　　住民税均等割等

　　　その他

　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率

前連結会計年度　　（平成１４年２月２０日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

原因別の内訳　　　　　　　　（単位　百万円）

　　繰延税金資産

　　　未払事業税

　　　賞与引当金

　　　商品券

　　　未払事業所税

　　　退職給付引当金

　　　役員退職慰労引当金

　　　その他

　　　　繰延税金資産合計

　　繰延税金負債

　　　固定資産圧縮積立金

　　　特別償却準備金

　　　その他

　　　　繰延税金負債合計

　　繰延税金資産の純額

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

の負担率の差異の原因となった主要な項目別の

内訳　　　　　　　　　　　　　　（単位　％）

　　法定実効税率

　　（調　整）

　　　持分法による投資損失

　　　交際費等永久に損金に算入されない項目

　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目

　　　住民税均等割等

　　　その他

　　　　税効果会計適用後の法人税等の負担率

１２９

２６９

２４３

２７

１，５０２

１１２

１６５

２，４５０

８１５

１０９

８

９３３

１，５１６

４１．７

△　０．２

０．２

△　０．１

３．０

０．４

４５．０

１１９

３６０

２３４

２７

１，３８９

１１８

１５３

２，４０３

８０７

１１４

６

９２９

１，４７４

４１．７

１２．８

２．２

△　０．４

１８．４

６．３

８１．０



（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

　　当連結会計年度（自平成１４年２月２１日　至平成１５年２月２０日）及び前連結会計年度（自平成１３年２月

２１日　至平成１４年２月２０日）

　　小売事業の売上高、営業利益及び総資産がそれぞれ全セグメントの売上高合計、営業利益合計及び総

資産合計の９０％を超えておりますので、当セグメント情報の記載を省略しております。

２．所在地別セグメント情報

　　当連結会計年度（自平成１４年２月２１日　至平成１５年２月２０日）及び前連結会計年度（自平成１３年２月

２１日　至平成１４年２月２０日）

　　在外連結子会社及び重要な在外支店がありませんので、該当ありません。

３．海外売上高

　　当連結会計年度（自平成１４年２月２１日　至平成１５年２月２０日）及び前連結会計年度（自平成１３年２月

２１日　至平成１４年２月２０日）

　　海外売上高がありませんので、該当ありません。

－ ２０ －



－ ２１ －

前連結会計年度
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１４年２月２０日

当連結会計年度
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１５年２月２０日

１．採用している退職給付制度の概要
　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚
生年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項（平成１４年２月２０日現在）
（単位：百万円）

 �　退職給付債務 △ １０，８３３
 �　年金資産 ５，５４９
 �　未積立退職給付債務（�＋�） △　５，２８４
 �　会計基準変更時差異の未処理額 －
 �　未認識数理計算上の差異 ２，９１４
 �　未認識過去勤務債務（債務の減額） △　１，０１３
 �　連結貸借対照表計上額純額（�＋�＋�＋�） △　３，３８３
 �　前払年金費用 －
 �　退職給付引当金（�－�） △　３，３８３  　
　（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しており

ます。
　　　２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。
　　　３．当連結会計年度において、提出会社の厚生年金

基金制度における代行部分に係る支給開始年齢の
引き上げ及び加算部分の制度変更が行われたこと
により、過去勤務債務（債務の減額）が発生して
おります。

３．退職給付費用に関する事項（自平成１３年２月２１日　至
平成１４年２月２０日）

（単位：百万円）
 �　勤務費用 ７９２
 �　利息費用 ３０１
 �　期待運用収益 △　　２７８
 �　会計基準変更時差異の費用処理額 ２，８７８
 �　数理計算上の差異の費用処理額 －
 �　過去勤務債務の処理額 △　　 １０
 �　退職給付費用（�＋�＋�＋�＋�＋�） ３，６８３  　
　（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額は「�　勤

務費用」より控除しております。
　　　２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「�　勤務費用」に計上しております。
　　　３．「�　過去勤務債務の処理額」は、「２．退職給付

債務に関する事項」の（注）３．に記載の過去勤務
債務に係る当期の費用処理額であります。

４．退職給付債務等の基礎に関する事項
　�　退職給付見込額の期間配分方法　　期間定額基準
　�　割引率　　　　　　　　　　　　　２．５％
　�　期待運用収益率　　　　　　　　　５．０％
　�　過去勤務債務の額の処理年数
　　　　１０年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法によっております。）
　�　数理計算上の差異の処理年数
　　　　１０年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、翌連結会計年度
から費用処理することとしております。）

　�　会計基準変更時差異の処理年数
　　　　１年（当連結会計年度で一括費用処理しておりま

す。）

１．採用している退職給付制度の概要
　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚
生年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項（平成１５年２月２０日現在）
（単位：百万円）

 �　退職給付債務 △　９，７２７
 �　年金資産 ５，５３６
 �　未積立退職給付債務（�＋�） △　４，１９１
 �　会計基準変更時差異の未処理額 －
 �　未認識数理計算上の差異 ３，４７９
 �　未認識過去勤務債務（債務の減額） △　２，９３２
 �　連結貸借対照表計上額純額（�＋�＋�＋�） △　３，６４５
 �　前払年金費用 －
 �　退職給付引当金（�－�） △　３，６４５  　
　（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しており

ます。
　　　２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。
　　　３．当連結会計年度において、提出会社の厚生年金

基金制度における代行部分について、将来分支給
義務免除の認可を受けたことにより、過去勤務債
務（債務の減額）が発生しております。

３．退職給付費用に関する事項（自平成１４年２月２１日　至
平成１５年２月２０日）

（単位：百万円）
 �　勤務費用 ８１１
 �　利息費用 ２５４
 �　期待運用収益 △　　２８６
 �　会計基準変更時差異の費用処理額 －
 �　数理計算上の差異の費用処理額 ２９１
 �　過去勤務債務の処理額 △　　１７２
 �　退職給付費用（�＋�＋�＋�＋�＋�） ８９８  　
　（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額は「�　勤

務費用」より控除しております。
　　　２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

用は「�　勤務費用」に計上しております。
　　　３．「�　過去勤務債務の処理額」は、「２．退職給付

債務に関する事項」の（注）３．に記載の過去勤務
債務に係る当期の費用処理額であります。

４．退職給付債務等の基礎に関する事項
　�　退職給付見込額の期間配分方法　　期間定額基準
　�　割引率　　　　　　　　　　　　　２．５％
　�　期待運用収益率　　　　　　　　　５．０％
　�　過去勤務債務の額の処理年数
　　　　１０年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法によっております。）
　�　数理計算上の差異の処理年数
　　　　１０年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により、翌連結会計年度
から費用処理することとしております。）

（退職給付関係）



（関連当事者との取引）
当連結会計年度（自平成１４年２月２１日　至平成１５年２月２０日）
　役員及び個人主要株主等

期末残高
（百万円）

科　　目
取引金額
（百万円）

取引の内容
関係内容議決権等の

所有（被所有）割合（％）
事業の内容
又は職業

資本金又
は出資金
（百万円）

住　所会社等の名称属　　性 事実上
の関係

役員の
兼任等

１，６７４
４０
４８５
　
　

買 掛 金
未 収 入 金
差入保証金

－
－

２４，６４２
４０
４０
１２
１

日本流通産業�からの商品仕入
販売奨励金の受入
保 証 金 の 差 入
利 息 の 受 取
配 当 の 受 取

－－（被所有）
直接１０．６

当社
代表取締役会長

日本流通産業�
代表取締役社長
（注１）

－－大桑　�嗣育 主要株主（個人）
及びそれらの近
親者

１６

２
　　
１８
９２

５
　　　

　
　
　

未 払 金

未 収 入 金
　
預 り 敷 金
預り保証金
　
未 払 金

－
　

－

６１０

７０
　
　

△　　３

１２５
　
２
　
２１

テナントにかかる消化仕入
（注２）
店 舗 等 の 賃 貸
（注３）
敷金及び保証金の
受 入 ・ 返 還
（注３）
制 服 の 購 入
（注４）
出向者人件費の受入
（注５）
債 務 保 証
（注６）

－－（被所有）
直接８．３

当社取締役

�パーティハウス
代表取締役社長

－－大桑　俊男

「主要株主（個人）及びそれらの近親者」の大桑�嗣の
欄を参照下さい。

育 

－－（被所有）
直接１０．６

当社
代表取締役会長

日本流通産業�
代表取締役社長
（注１）

－－大桑　�嗣育 役員及びその近
親者

「主要株主（個人）及びそれらの近親者」の大桑俊男の
欄を参照下さい。

－－（被所有）
直接８．３

当社取締役

�パーティハウス
代表取締役社長

－－大桑　俊男

－－９７保 険 料 の 支 払
（注７）

損害保
険契約
の締結

なし（被所有）
直接０．０

損害保険代理店
業

１０和歌山県
和歌山市

�大安商事
（注８）

主要株主（個人）
及びその近親者が
議決権の過半数を
自己の計算におい
て所有している会
社等並びに当該会
社等の子会社

上記の欄を参照下さい。

損害保
険契約
の締結

なし（被所有）
直接０．０

損害保険代理店
業

１０和歌山県
和歌山市

�大安商事
（注９）

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を自己の
計算において所
有している会社
等並びに当該会
社等の子会社

「主要株主（個人）及びそれらの近親者」の大桑俊男の
欄を参照下さい。

テナント
契約先

３人なし衣料品販売５３４和歌山県
和歌山市

�パーティハウス
（注１０）

（注）１ 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
　２ �大安商事の（注９）に記載した近親者は、当社代表取締役大桑啓嗣、当社取締役副会長大桑祥嗣及び当社取締役大桑俊男のそれぞれの近親者

でもあります。なお、これらの役員については、�大安商事にかかる記載が上記と同一となりますので、これを省略しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）日本流通産業�との取引条件については、他の一般仕入先の条件と同様であります。
（注２）�パーティハウスからのテナントにかかる消化仕入については、他のテナントと同様に一般的な取引条件にて、決定しております。
（注３）�パーティハウスへの店舗賃貸及び敷金・保証金の受入れについては、近隣の取引実勢を勘案のうえ決定しております。なお、賃料は３年毎に

改定を行っております。
（注４）�パーティハウスからの制服の購入価格については、市場価格を勘案して当社の希望価格を提示し、交渉のうえ決定しております。
（注５）�パーティハウスからの出向者人件費の受入は、当社が出向者に支払う給与等の同額を受け入れております。
（注６）�パーティハウスの債務保証については、日本流通産業�に対して買掛金の保証を行ったものであります。なお、債務保証に対して保証料（７２

千円）を収受しております。また、担保の提供は受けておりません。
（注７）�大安商事への保険料の支払いについては、一般取引先の条件と同様であります。
（注８）主要株主大桑�嗣の近親者が議決権の１００％を直接所有しております。
（注９）当社代表取締役会長大桑�嗣の近親者が議決権の１００％を直接所有しております。
（注１０）当社取締役大桑俊男及びその近親者が議決権の８７．１％を直接所有しております。

育 
育 

－ ２２ －



　　

　

（１）事業部門別売上高

 販 売 の 状 況

－ ２３ －

（２）部門別営業収入

　

（単位　百万円）

前連結会計
年度比（％）

前 連 結 会 計 年 度
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１４年２月２０日

当 連 結 会 計 年 度
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１５年２月２０日

期　　別

事業部門別 構成比（％）金　額構成比（％）金　額

１０１．３９０．８２０４，９００９３．０２０７，５６５スーパーマーケット事業小　

売　

事　

業

４８．９４．０９，０５３２．０４，４２４ホームセンター事業

１００．２３．２７，２７２３．３７，２８４そ の 他 の 小 売 事 業

９９．１９８．０２２１，２２６９８．３２１９，２７４小 計

８７．６２．０４，４０９１．７３，８６０そ の 他 の 事 業

９８．９１００．０２２５，６３６１００．０２２３，１３５合　　　　計

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
２．「小売事業」の「その他の小売事業」については、ドラッグストア、書籍等の販売事業

の売上高及び関係会社に対する商品供給の売上高を記載しております。
３．「その他の事業」については、外食事業及びホテル事業の売上高を記載しております。

（単位　百万円）

前連結会計
年度比（％）

前 連 結 会 計 年 度
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１４年２月２０日

当 連 結 会 計 年 度
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１５年２月２０日

期　　別

部 門 別 構成比（％）金　額構成比（％）金　額

１１３．４２０．９１，６８４２３．０１，９１０不 動 産 賃 貸 収 入

１０４．５３２．５２，６３０３３．２２，７４９配 送 受 託 手 数 料
そ
の
他
の
営
業
収
入

９９．８２６．７２，１６１２６．０２，１５７レ ン タ ル 収 入

９１．９１７．６１，４２２１５．８１，３０７ジ ス ト 事 業 部 収 入

８６．８２．３１８７２．０１６３そ の 他

９９．６７９．１６，４０２７７．０６，３７７小 計

１０２．５１００．０８，０８７１００．０８，２８８合　　　　計

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　　　２．「その他の営業収入」の「ジスト事業部収入」は、（株）オー・エンターテイメントの映

画興行収入、スポーツクラブ収入及びボウリング場等のアミューズメント施設利用料
であります。




